
広域連携について

資料１



三大都市圏における市町村間の広域連携
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最近の地方制度調査会答申における言及（三大都市圏における市町村間の広域連携）

「大都市制度の改革及び基礎自治体の行政サービス提供体制に関する答申」（第30次地方制度調査会）（H25.6）（抄）

第１ 大都市を含めた基礎自治体をめぐる現状と課題
２ 三大都市圏・地方圏の課題

（１）三大都市圏の抱える課題
（略）
三大都市圏には、規模・能力が一定以上あるが面積が狭い都市が圏域内に数多く存在する。効率的・効果的な行政体制を構築し、今後の急

速な高齢化や社会資本の老朽化に対応するためには、自主的な市町村合併や基礎自治体間の広域連携を進めることが必要である。
さらに、通勤、通学、経済活動等の範囲が、行政区域をはるかに超えている三大都市圏においては、圏域全体を対象とした行政サービスの

提供やその調整などが必要である。

第４ 基礎自治体の現状と今後の基礎自治体の行政サービス提供体制
３ 具体的な方策

（３）三大都市圏の市町村
市町村合併があまり進捗しなかった三大都市圏の市町村においては、地方圏を上回る急速な高齢化が進行するとともに、人口急増期に集中

的に整備した公共施設の老朽化が進み、一斉に更新時期を迎える。
三大都市圏には面積が小さな市町村が数多く存在しており、公共施設の円滑な利活用や一体性のある広域的なまちづくりに支障が生じてい

る。
（略）三大都市圏においては、規模・能力は一定以上あるが昼夜間人口比率が１未満の都市が圏域内に数多く存在するため、基礎自治体が

提供すべき行政サービス等について、核となる都市と近隣市町村との間の「集約とネットワーク化」を進める地方圏での方策をそのまま応用
することは適切ではない。各都市が異なる行政サービスや公共施設の整備等に関して、水平的・相互補完的、双務的に適切な役割分担を行う
ことが有用であり、そのような水平的役割分担の取組を促進するための方策を講じるべきである。

「人口減少社会に的確に対応するため地方行政体制及びガバナンスのあり方に関する答申」（第31次地方制度調査会）（H28.3）（抄）

第２ 行政サービスの持続可能な提供のための地方行政体制
１ 広域連携等による行政サービスの提供

（２）三大都市圏
② 市町村間の広域連携

人口減少社会に的確に対応するためには、三大都市圏の中で協力体制を構築しつつ、市町村間の広域連携を適切に行うことが求められる。
三大都市圏は、地方圏よりも交通機関が発達しており、他の市町村との役割分担を大胆に行って、他の市町村と相互補完関係を築きやすい。

三大都市圏の市町村においては、メリハリの効いた市町村間の広域連携が行われることが期待される。また、三大都市圏においては、地方圏
に比べ、市町村合併が進んでおらず、市町村間の広域連携をより進めるべきである。

三大都市圏は、規模・能力は一定以上あるが昼夜間人口比率が１未満の都市が圏域内に数多く存在するため、地方圏のように、核となる都
市と近隣市町村との間の連携ではなく、水平的・相互補完的、双務的に適切な役割分担を行うことが有用である。

広域連携は自律的に調整されていくことが基本であるが、現状においては、三大都市圏において水平的・相互補完的、双務的に適切な役割
分担に基づく広域連携が十分に進捗しているとは言いがたい。

公共施設等総合管理計画の策定や市町村の境界における福祉サービスのあり方等の議論をきっかけに、水平的・相互補完的、双務的に適切
な役割分担に基づく広域連携を進めることが有用である。

人口減少がもたらす影響は三大都市圏においてより急激であり、より厳しい状況に直面することから、三大都市圏の都道府県は、市町村に
対し的確に助言や支援等を行い、広域自治体として、市町村間の広域連携を積極的に推進すべきである。
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市町村間の水平的・相互補完的、双務的に適切な役割分担① 第31次地方制度調査会
第17回専門小委員会参考資料
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市町村間の水平的・相互補完的、双務的に適切な役割分担② 第31次地方制度調査会
第17回専門小委員会参考資料
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※ 1 うち15件は、兵庫県姫路市を中心とする播磨圏域連携中枢都市圏の
形成に係る連携協約の件数

※ 2 （ ）内の数値は、全体の件数から連携中枢都市圏の形成に係る連
携協約を除いた件数

（出典）総務省「平成30年度 地方公共団体間の事務の共同処理の状況調べ」
をもとに事務局作成

〈連携協約の締結状況〉

（※）三大都市圏については、指定都市・特別区への通勤・通学割合が10％以上の市町村
（出典）総務省「平成30年度 地方公共団体間の事務の共同処理の状況調べ」をもとに事務局作成

〈市町村合併の状況〉

〇 三大都市圏では、特に東京都や大阪府をはじめとして、市町村合併は進展せず。

〇 三大都市圏内の市町村で、連携協約を締結しているのは、大阪府と大阪市（港湾及び海岸の管理に係る連携
協約）、兵庫県姫路市を中心とする播磨圏域連携中枢都市圏内の市町村のみ。

〇 例えば、三大都市圏の内外で厚生福祉分野における事務の共同処理の状況を比較すると、１団体当たりの共
同処理の事務の数は、三大都市圏内の方が少ない傾向にあり、東京都は特に少なくなっている。

三大都市圏内の市町村の状況

三大都市圏 １６（１）※１

三大都市圏以外 ３０３（７８）

合計 ３１９（７９）※２

（件数）

H11.3.31の市町村数 H31.4.1の市町村数 減少率
三大都市圏 731 463 36.7％
うち東京都 40 39 2.5％
うち愛知県 88 54 38.6％
うち大阪府 44 43 2.3％

三大都市圏以外 2,501 1,255 49.8％
合計 3,232 1,718 46.8％

第32次地方制度調査会
第21回専門小委員会資料

を一部加工

〈厚生福祉分野における事務の共同処理の状況〉
１団体当たりの厚生福祉分野の共同処理事務の数（平均）
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東京都 千葉県 大阪府 鳥取県 長野県 高知県

東京都 千葉県 大阪府 鳥取県 長野県 高知県

市町村数（※）（A) 24 34 42 19 77 34

共同処理事務の数（B） 34 159 189 100 586 178

１団体当たりの共同処理事務の数（B/A） 1.4 4.7 4.5 5.3 7.6 5.2

（参考）厚生福祉分野の共同処理実施市町村数
              と１団体当たりの共同処理事務の数

三大都市圏 三大都市圏外


厚生福祉・環境衛生・防災



						（参考）事務種類ごとの共同処理実施市町村数
               と１団体当たりの共同処理事務の数 サンコウ ジム シュルイ キョウドウ ショリ ジッシ シチョウソン スウ ダンタイ ア キョウドウ ショリ ジム カズ				三大都市圏 サン ダイトシケン						三大都市圏外 サン ダイトシケン ソト

										東京都 トウキョウト		千葉県 チバケン		大阪府 オオサカフ		鳥取県 トットリケン		長野県 ナガノケン		高知県 コウチケン								東京都 トウキョウト		千葉県 チバケン		大阪府 オオサカフ		鳥取県 トットリケン		長野県 ナガノケン		高知県 コウチケン

						市町村数（※）（A) シチョウソン スウ				26		39		43		19		77		34						厚生福祉 コウセイ フクシ		1.4		4.9		4.4		5.6		7.8		5.5

						共同処理を実施している事務の種類 キョウドウ ショリ ジッシ ジム シュルイ				14		29		26		21		32		27						環境衛生 カンキョウ エイセイ		4.1		3.3		3.4		4.6		4.0		3.6

						共同処理実施
市町村数
（B） キョウドウ ショリ ジッシ シチョウソン スウ		（１）厚生福祉 コウセイ フクシ		37		191		191		106		597		187						防災 ボウサイ		3.6		3.9		2.0		3.8		3.1		4.1

								（２）環境衛生 カンキョウ エイセイ		107		129		146		88		306		122						合計 ゴウケイ		9.2		12.1		9.9		14.0		14.8		13.2

								（３）防災 ボウサイ		94		153		88		72		236		140

								合計(１)＋(２)＋(３) ゴウケイ		238		473		425		266		1,139		449

						１団体当たりの
共同処理事務の数
（B/A) ダンタイ ア キョウドウ ショリ ジム カズ		（１）厚生福祉 コウセイ フクシ		1.4		4.9		4.4		5.6		7.8		5.5

								（２）環境衛生 カンキョウ エイセイ		4.1		3.3		3.4		4.6		4.0		3.6

								（３）防災 ボウサイ		3.6		3.9		2.0		3.8		3.1		4.1

								合計(１)＋(２)＋(３) ゴウケイ		9.2		12.1		9.9		14.0		14.8		13.2



厚生福祉	

東京都	千葉県	大阪府	鳥取県	長野県	高知県	1.4230769230769231	4.8974358974358978	4.441860465116279	5.5789473684210522	7.7532467532467528	5.5	環境衛生	

東京都	千葉県	大阪府	鳥取県	長野県	高知県	4.115384615384615	3.3076923076923075	3.3953488372093021	4.6315789473684212	3.9740259740259742	3.5882352941176472	防災	

東京都	千葉県	大阪府	鳥取県	長野県	高知県	3.6153846153846154	3.9230769230769229	2.0465116279069768	3.7894736842105261	3.0649350649350651	4.117647058823529	合計	

東京都	千葉県	大阪府	鳥取県	長野県	高知県	9.1538461538461533	12.128205128205128	9.8837209302325579	14	14.792207792207792	13.205882352941176	







厚生福祉のみ



						（参考）厚生福祉分野の共同処理実施市町村数
              と１団体当たりの共同処理事務の数 サンコウ コウセイ フクシ ブンヤ キョウドウ ショリ ジッシ シチョウソン スウ ダンタイ ア キョウドウ ショリ ジム カズ		三大都市圏 サン ダイトシケン						三大都市圏外 サン ダイトシケン ソト

								東京都 トウキョウト		千葉県 チバケン		大阪府 オオサカフ		鳥取県 トットリケン		長野県 ナガノケン		高知県 コウチケン								東京都 トウキョウト		千葉県 チバケン		大阪府 オオサカフ		鳥取県 トットリケン		長野県 ナガノケン		高知県 コウチケン

						市町村数（※）（A) シチョウソン スウ		24		34		42		19		77		34						厚生福祉 コウセイ フクシ		1.4		4.7		4.5		5.3		7.6		5.2

						共同処理事務の数（B） キョウドウ ショリ ジム スウ		34		159		189		100		586		178

						１団体当たりの共同処理事務の数（B/A） ダンタイ ア キョウドウ ショリ ジム カズ		1.4		4.7		4.5		5.3		7.6		5.2



厚生福祉	

東京都	千葉県	大阪府	鳥取県	長野県	高知県	1.4166666666666667	4.6764705882352944	4.5	5.2631578947368425	7.6103896103896105	5.2352941176470589	
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第３２次地方制度調査会のこれまでの調査審議での意見

○人口規模や経済規模が同等程度の市町村が並び立つ三大都市圏において、どのように広域連携を
進めていく必要があるのか、制度や、制度的な枠組みまでいかないにしても、何らか考えていかなけ
ればならないのではないか。

○三大都市圏には、人口は多いものの面積は小さい自治体が多く存在。中規模で、富裕な自治体で
あっても、人口減少の影響は避けられない。三大都市圏は、広域連携の動きがあまり出てきていない
が、将来のデータは厳しい。執行面での自立性は確保できたとしても、計画作成面で効率的な計画を
作る必要性は増してくるのではないか。何らかの圏域的なものを考える必要はあるのではないか。

○三大都市圏では、一般市が並び立ち、連携が進んでいないということかと思うが、例えば、保健所は
Ａ市、児童相談所はＢ市、といった形で取り組むことを１つの突破口として連携を進められるようにな
るとよいのではないか。
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市町村の面積と人口の分布（東京圏・全国）

〇 東京圏には市街地が連担し交通網が発達した地域に、一定の人口を有する小規模面積の団体が数多く存在。
地方圏と異なり、中心的な都市への人の流れは見られないが、自治体間の距離が近く、連携の効果が発揮しや
すい地域構造となっている。

※人口30万人以上の団体及び面積500㎢以上の団体は割愛。
（出典）総務省統計局「平成27年国勢調査」より事務局作成
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（３１市町村）

長野地域連携中枢都市圏
（９市町村）

※ は、東京23区を除いた市町村に対する通勤・通学割合が10％以上の場合に表記。

同程度の面積
※人口は、多摩地域等は、4,084,371人、
長野地域連携中枢都市圏は、543,424人。
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三大都市圏における市町村間の広域連携の事例①（市境周辺）

（出典）横浜市・川崎市資料をもとに事務局作成

〇 横浜市と川崎市は、「待機児童対策に関する連携協定」を締結（H26.10）。

〇 市境周辺における保育需要を双方に補完し合える土地に保育所を共同整備し、市境周辺の保育受入れ枠を
確保。

〇 横浜市民による川崎認定保育園の利用、川崎市民による横浜保育室の利用をしやすい環境を整備するため、
互いに施設に対する運営費助成や保育料負担の軽減を実施するとともに、相互の施設の利用を案内。

〇 保育士養成施設校の学生向けの就職セミナーなど、保育士確保対策に関する取組を共同実施。

＜凡例＞※市境周辺の施設のみ表示
●認可保育所
▲川崎認定保育園又は横浜保育室
★共同整備（川崎市幸区・横浜市鶴見区）
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★ 保育所等の共同整備・管外保育・事業所内保育事業の推進

千葉市

市原市

四街道市

★ 地域子育て支援拠点・一時預かりの相互利用

千葉市で発行しているイクメンハンドブック

三大都市圏における市町村間の広域連携の事例②（鉄道沿線①）

〇 千葉市では、千葉市への通勤・通学者の多い市原市及び四街道市と連携して子育て環境の充実を図るため、市境
やターミナル駅近辺など、施設の相互利用のニーズが高い地域において、保育所等の共同整備を行うとともに、施
設の相互利用や子育て支援関連情報の共有・共同発信等を実施。

第32次地方制度調査会
第21回専門小委員会資料を加工

 市境・ターミナル駅近辺など、相互利用のニーズが高い地域において保育所等の共同整備を行う。

 ３市間で実施している管外保育の要件を緩和するなど、相互利用をさらに推進する。

 事業所が特に多くある千葉市において事業所内保育所の整備に係る補助制度を新設し、３市全体で
待機児童の解消を目指す。

 小学校就学前の児童とその保護者が交流する場である地域子育て支援拠点や一時預かり事業の
相互利用の実施体制を整備する。

★ 連携事業の情報発信

 ３市が利用者向けに発信している子育て支援関連
情報を共有・発信する。

 相互利用が可能な施設の情報を利用者に提供。

（※）総務省「新たな広域連携促進事業」を活用



三大都市圏における市町村間の広域連携の事例③（鉄道沿線②）

〇 国分寺市は、隣接する国立市（H13.9～）、府中市（H15.2～）、小平市（H25.11～）、立川市（H27.6～）と図書館の
相互利用を実施。

〇 また、国分寺市と国立市は、「国立駅前くにたち・こくぶんじ市民プラザ」を共同で設置。同プラザには、両市の市
民窓口があり、住民票や印鑑証明書等の発行、図書館書籍の貸出・返却等が可能となっているほか、両市民が
利用可能なオープンスペースや会議室も配置。

ＪＲ中央線

西武国分寺線

西武多摩湖線

国立駅

本多図書館

小平市立川市

国立市

府中市

国分寺市

国立駅前くにたち・こくぶんじ市民プラザ

オープンスペース

国立市窓口

国分寺市窓口

国分寺市と周辺市の位置関係
：国分寺市図書館
：周辺市図書館（分室含む）

＜参考＞国立駅前くにたち・こくぶんじ市民プラザに係る費用負担について
① 建設費：施設の専有面積の割合を基に、国分寺市が３分の１、国立市が３分の２を負担
② 維持管理費：施設の利用面積の割合を基に、国分寺市が100分の45、国立市が100分の55を負担 10

（出典）国分寺市資料をもとに事務局作成
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三大都市圏における市町村間の広域連携の事例④
（権限移譲された事務の処理についての相互補完的な役割分担）

大阪府池田市、箕面市、豊能町、能勢町は、平成23年10月に共同処理センターを設置し、現在は12課で大阪府から権限移譲を受けた
56事務を共同処理している。

共同設置される課の職員については、２市２町の市町村の首長協議により候補者を選定し、幹事市長（池田市または箕面市）が選任。

いけだし みのおし とよのちょう のせちょう

〇 大阪府池田市、箕面市、豊能町、能勢町では、大阪府から権限移譲された事務の共同処理を目的に、機関等を
共同設置。

〇 福祉部門、生活安全部門については箕面市が幹事市となり、箕面市職員が事務に従事。公害規制部門、まちづ
くり部門については池田市が幹事となり、池田市職員が事務に従事。それぞれ、自団体の事務を処理しつつ、広
域事務についての申請・届出があった場合には合わせて処理。

（出典）池田市HP、箕面市HP
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三大都市圏における市町村間の広域連携の事例⑤（協議組織の設置①）

小平市

国分寺市

〇 東京都の国分寺市と小平市は、職員の人事交流（平成25年度～）、図書館の相互利用
（平成25年11月～）、体育施設の相互利用（平成26年４月～）を実施。

〇 また、「国分寺市・小平市広域連携の推進に係る調整会議」を設置し、区域を越えて各種
事業を処理することや連携することについて、共同で調査検討（平成27年８月～） 。

公
共
施
設

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

Ｗ
Ｇ

広
域
的

地
域
公
共
交
通

Ｗ
Ｇ

広
域
的

建
築
基
準
行
政

Ｗ
Ｇ

国分寺市長・小平市長

調整会議

国分寺市

小 平 市

行政改革等担当部長（会長）
まちづくり部長
建設環境部長
企画政策部長（副会長）
行政経営担当部長
都市開発部長

：

：

国分寺市 小平市

①市民スポーツセンター
②市民ひかりスポーツセンター
③けやき運動場

（人工芝→雨天使用可）

①小平市民総合体育館
②中央公園グラウンド

（夜間照明）
③小川西グラウンド

（夜間照明）

★ 体育施設の相互利用  国分寺市にはナイター設備のグラウンドがなく、小平市には人工芝の
グラウンドがない。

 公共施設マネジメントＷＧにおいて、相互利用の対象施設の拡大に
向けた検討を行った結果、国分寺市が運動場を人工芝化することに
伴い、小平市のナイター設備のあるグラウンドを相互利用の対象化。

 両市民、同じ料金で利用可（予約順については、市民→相互利用市
民→市外団体の順）。

★ 広域的地域公共交通ネットワークの構築

 交通空白地域の解消や、市域を越えた移動需要に
対する利便性の向上を目的として、広域的視点から
コミュニティバス等の地域公共交通網のあり方、効率
的な事業運営のあり方について検討。

★ 建築基準行政の共同実施

 既に建築基準行政を実施している国分寺市と、今後、
東京都からの建築基準行政の移管を検討している
小平市で、建築基準行政の運営に関する課題を共
有し、建築基準行政の共同実施を事務の仕分け等
を行い検討。

 共同実施により、職員配置の柔軟性・専門性の向上
や、両市一体と良好な市街地環境の維持・向上の実
現の可能性を検討。

・・・事業の全体を統括し、
各検討の進行管理等を実施

・・・調整会議が指定する事項
について調査検討し、その
結果を調整会議に報告

（※）総務省「新たな広域連携促進事業」を活用
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三大都市圏における市町村間の広域連携の事例⑥（協議組織の設置②）

○ 神奈川県の藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町は、地方自治法に基づかない任意の協議会として、「湘南広域都市行政協議
会」を設立（昭和37年）。協議会の運営基盤の強化を図るため、地方自治法に基づく法定協議会に改組（平成22年）。

○ ７つの専門部会において、特定の課題解決に向けた取組や調査研究を実施。必要に応じて、交通事業者等の民間
事業者との協議、地域の経済団体や大学と連携した取組を実施するなど、行政以外の主体が協力。

○ 協議会の活動として、これまで、図書館の広域利用、広域文化活動等をしているほか、協議会における調整を経て、
３市町で「湘南パスポートセンター」を開設し、神奈川県から権限移譲を受けたパスポート発給事務を共同処理。

○パスポート発給事務
の共同処理

○人権・男女共同参
画に向けた取組

○新たな広域連携施
策の調査研究

○湘南東ブロックごみ
処理広域化実施計画
の推進及び進行管理

○し尿処理施設の広
域化の検討

○２市１町の農畜水
産物の魅力の発信

○新規就農者の受入
及び定着支援による
耕作放棄地の発生
防止及び解消

○湘南の魅力発見
プロジェクトの実施

○「社会保障・税番
号制度」、「オープン
データ」及び「ICT-
BCP」等に係る調査
研究及び情報共有

○２市１町が連携した
地球温暖化防止策の
推進

○新たなエネルギー
として期待される「水
素」についての先進
事例視察等

○工業見本市「テクニ
カルショウヨコハマ」
への共同出展

○若手経営者等の課
題解決に向け「湘南
ものづくりワークショッ
プ」の開催

（出典）湘南広域都市行政協議会資料をもとに事務局作成

湘南広域都市行政協議会

広域ごみ処理部会 産業振興部会事務研究部会

２市１町住民の
パスポート発給

神奈川県から３市町に対し、パスポート発給事務を権限移譲（Ｈ24.7）。

茅ヶ崎市及び寒川町は、県から移譲されたパスポート発給事務及びパスポー
ト申請に伴う戸籍法に係る事務（全部事項証明書や個人事項証明書の交付等）につ
いて、藤沢市に委託（Ｈ24.7開所）。

委託

委託

★ パスポート発給事務の共同処理

民間事業者

経済団体

大学

都市農業部会 広域文化活動部会 広域情報部会 広域環境部会

必要に応じて協力

神
奈
川
県

茅ヶ崎市

藤沢市

寒川町

権
限
移
譲

ＮＰＯ
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三大都市圏における市町村間の広域連携の事例⑦（協議組織の設置③）

○ 神奈川県の茅ヶ崎市と寒川町は、地理的にも歴史的にもつながりが深く、また、通勤、通学、経済活動、市民活動は
両市町の区域をまたいで展開されており、生活圏は共通。

○ 広域連携に関する協定書（平成元年12月）に基づき、以下の取組を実施。
 茅ヶ崎市が寒川町に事務を委託（し尿処理：平成５年４月～、資源物処理：平成24年４月～）
 寒川町が茅ヶ崎市に事務を委託（火葬：平成６年４月～、可燃ごみ処理：平成14年10月～）
 消費生活相談窓口の相互利用（平成17年10月～）

○ 両市町は、広域連携の取組のさらなる推進のため、「茅ヶ崎市・寒川町広域連携検討会議」を設置（平成24年11月）
し、１市１町の広域連携に係る具体的な取組を示した「茅ヶ崎市・寒川町広域連携推進計画書」を策定。寒川町から
茅ヶ崎市への新たな事務の委託（不燃ごみ処理：平成27年４月～、消防指令業務：平成28年２月～）、各種相談窓
口の相互利用、施設の相互利用等を実施。

【茅ヶ崎市・寒川町広域連携検討会議】
※「湘南広域都市行政協議会」の取組との住み分け

 「湘南広域都市行政協議会」では、２市１町の圏域（総人

口約70万人）という規模を活かし、湘南パスポートセン

ターの設置や湘南東部医療圏域での看護師確保対策、

地球温暖化防止に向けた湘南エコウェーブ活動などの取

組を実施。

 一方で、茅ヶ崎市と寒川町では、より身近な地域の結びつ

きがあり、医療分野や教育分野、経済分野等の枠組みや、

都市計画区域や警察の管轄という行政の枠組みの活動

単位が同一となっており、「茅ヶ崎市・寒川町広域連携検

討会議」では、地域的な結びつきの強さを活かした広域連

携の取組を実施。

（出典）茅ヶ崎市・寒川町広域連携検討会議資料をもとに事務局作成
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 「産業人材育成」「企業立地」等に係る今後の取組施策
を検討するため、産業・企業立地や人材・人口動態、圏
域内の企業や教育機関、求職者等の行動についての
調査・分析を実施し、連携施策案を提示（平成30年度）
（右図参照）。

 連携施策案の中から優先して取り組むものを検討し、
「企業間のマッチング支援事業」「企業の紹介パンフレッ
ト作成事業」について、令和２年度からの広域的な実施
を目指して調整中（令和元年度）。

〇 千葉市では、将来の人口減少・少子高齢社会に対応するため、圏域全体で人口の維持・増加を図り、地域の諸
資源を最大限に活用し合うことで、全体として都市機能を向上させていくことを目指し、千葉市と、千葉市への通
勤・通学割合が高く、社会的、経済的な一体性を有する近隣５市による「ちば“共創”都市圏」構想を打ち出し、そ
の取組の１つとして、千葉市が事務局となり、６市による広域連携施策の検討を行う「広域連携協議会」を設置
（平成30年度～）。

市原市

茂原市

大網白里市

東金市千葉市

四街道市

三大都市圏における市町村間の広域連携の事例⑧（協議組織の設置④）

主な取組

広域連携協議会【事務局：千葉市】 ・・・各市局部長級による情報共有、総合調整
（年２回程度開催）

・・・連携施策ごとに立ち上げ、各市課長級、担当者
による施策の協議・検討（必要に応じて開催）

産
業
人
材
育
成
・

企
業
立
地
Ｗ
Ｇ

○
○
Ｗ
Ｇ

○
○
Ｗ
Ｇ

○
○
Ｗ
Ｇ

（※）総務省「新たな広域連携促進事業」を活用



16

三大都市圏における市町村間の広域連携についての論点（案）

○ 三大都市圏には、面積が狭い都市が数多く存在し、地方圏よりも交通機関が発達している。このた
め、本来は、公共施設の共同での利活用や一体性のある広域的なまちづくりなど、他の市町村との役
割分担を伴う相互補完関係を築きやすく、広域連携の効果が上がりやすい。

○ 人口減少が深刻化し、高齢者人口がピークを迎える2040年頃にかけて生じる変化・課題の多くは、
三大都市圏において顕著に現れることが見込まれることを踏まえ、三大都市圏における市町村間の
広域連携をどのように進めていくか。

○ 三大都市圏の市町村において、今後生じる変化・課題についての危機意識は十分であると言えるか。
中間報告において作成を指摘した、各市町村において、行政サービス提供のために必要な経営資源
の長期的な変化の見通しを客観的なデータを用いて明らかにする「地域の未来予測」は、とりわけ、三
大都市圏において重要になるのではないか。

○ また、これまでの地方制度調査会の答申では、三大都市圏では、規模・能力は一定以上あるものの
昼夜間人口比率が１未満の都市が並び立ち、通勤・通学等による住民の移動が極めて広域的である
ことから、地方圏と同じような意味における、核となる都市と近隣市町村による社会的、経済的に一体
性のある圏域を前提とした市町村間の広域連携ではなく、水平的・相互補完的、双務的に適切な役割
分担を行うことが有用としてきたが、現状において、こうした水平的・相互補完的、双務的な役割分担
に基づく広域連携が十分に進捗しているとは言いがたい。
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三大都市圏における市町村間の広域連携についての論点（案）

○ 今後の人口減少や高齢化がもたらす影響が三大都市圏においてより急激であり、より厳しい状況に
直面することを踏まえると、各市町村が「地域の未来予測」を踏まえて自ら水平的・相互補完的、双務
的な役割分担を積極的に進める必要があるのではないか。また、都道府県も、市町村に対して的確に
助言や支援等を行い、広域自治体として、市町村間の広域連携を積極的に推進する必要があるので
はないか。

○ さらに、国においては、特に三大都市圏の市町村間の広域連携については、進捗が十分でなく、ま
た、取組事例も多様であることから、先進事例の知見を積極的に収集する取組を重点的に実施し、情
報提供を通じて、取組の横展開を促進することが重要ではないか。

○ これまでの事例からは、例えば、地理的に近接した地域、鉄道沿線地域等、特に住民の移動が活発
である地域において、住民の利便性の向上を図るために、共通の行政課題や広域的な課題に連携し
て対応する事例が見られる（事例①～⑧）。こうした取組を契機として、資源・専門人材の共同活用等
を含めた広域連携を推進していくことが考えられるのではないか。

○ その際、関係市町村間で協議組織を設けている事例があるが（事例⑤～⑧） 、共通の行政課題や
広域的な課題に対して、関係市町村間で安定的かつ継続的に連携して対応できるようにするプラット
フォームとして有用ではないか。

○ さらに、関係市町村間の協議組織に、共助の主体、民間事業者が協力している事例が見られるが
（事例⑥）、地域の枠を越えた連携においても、組織の枠を越えた連携を進める観点から有意義では
ないか。

○ また、三大都市圏内の市町村では、地方自治法の「連携協約」があまり活用されていないところ、
「連携協約」は、地方公共団体間で連携して事務を処理するに当たっての基本的な方針及び役割分担
を定めるものであり、締結や変更・廃止には双方の合意・議会の議決を要し、紛争解決の手続がビル
トインされているものであり、水平的・相互補完的、双務的な役割分担を進めていく際に活用することも
有用ではないか。



三大都市圏における都道府県を越える行政課題への対応
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○ 人口が集積してきた太平洋ベルトの中でも、東京圏の人口の集積は突出。

東京圏における人口の集積

夜
間
人
口

昼
間
人
口

（出典）都市構造可視化計画ウェブサイトから事務局作成19



東京圏の夜間人口

○ 23区は、神奈川県・埼玉県・千葉県と接しており、東京圏では都心を中心に、市町村のみ
ならず都道府県の行政区域も超えて、居住地が広がっている。一方、地方ブロックほどの広
がりとはなっていない。

東京圏におけるDID（人口集中地区）の変化
（S35（1960年）→H27（2015年））

S35 H27

20（出典）都市構造可視化計画ウェブサイトから事務局作成



東京圏の昼間人口

○ 都心部は、昼間の流入人口の規模が極めて大きい。２３区への流入人口のうち、他県からの流入は８割強
（３割弱が神奈川県・埼玉県、２割強が千葉県）。都内市町村からの流入は、２割弱にとどまる。
※大阪市への流入人口のうち、他県からの流入は約４割（約２割が兵庫県、約１割が奈良県）。名古屋市への通勤通学割
合が１０％を越えるエリアは概ね愛知県内となっており、名古屋市への流入人口のうち、他県からの流入は約２割。

流入人口

東京都特別区 316万1千人

大阪市 108万6千人

名古屋市 50万3千人

参照：平成27年国勢調査最終報告書 「日本の
人口・世帯」

21 （出典）都市構造可視化計画ウェブサイトから事務局作成



通勤･通学10％圏

22（出典）総務省統計局「平成27年国勢調査」従業地・通学地による人口・就業状態等集計より事務局作成

東京23区・横浜市・川崎市・相模原市・
さいたま市・千葉市の通勤･通学10％圏

名古屋市の通勤・通学10％圏
大阪市・堺市・神戸市・京都
市の通勤・通学10％圏



各種計画における東京圏に係る記述

 一般的に、人口が集積すると、各種のサービス産業の存立を可能とし、人材や情報の交流が図られ、便利で快適な生活環境
を与えるため、経済的、社会的なメリットとなる。しかし、今日の東京圏は、通勤時間、家賃等の居住に係るコストにおいて、地
方に比べたデメリットを有している。また、過度な東京圏への一極集中の進行により、首都直下地震などの巨大災害に伴う被
害が増大するリスクも高まっている。

 東京圏は世界をリードする「国際都市」として、ますます発展していくことが強く期待される。また、東京圏については、人口の
一極集中やそれに伴う弊害を是正しつつも、集積のメリットや、それによるイノベーションの創出機会を最大限に活かせるよう
な環境づくりを進め、グローバル競争におけるプレゼンスを高めていく。

 これらを通じて、日本が抱える課題の解決に一体的に取り組み、将来にわたって「活力ある地域社会」の実現と「東京圏への
一極集中」の是正を共に目指す。

 東京圏には依然として過密の問題が存在するとともに、首都直下地震等大規模災害の切迫等の課題を踏まえ、東京一極集
中の是正を図る必要がある。さらに、東京圏では、今後、高齢人口の大幅な増加が見込まれており、これに伴って増大する医
療・介護・福祉関連の施設及び人材への需要にどう対応するかが大きな課題である。とりわけ、これによって東京圏への人口
の流入超過に拍車がかかることのないようにする必要がある。

 他方、世界有数の国際都市であり、我が国の経済成長のエンジンとなる東京は、グローバリゼーションの進展の中で、ＩＣＴ等
を活用しながら快適かつ魅力的なビジネス・居住空間を形成し、他の都市とともに国際競争力を向上させていく必要があり、
「グローバルに羽ばたく国土」を形成する上での重要な役割を担う。このため、東京一極集中を是正することにより、魅力ある
地方の創生を実現するとともに、東京圏の過密の問題や防災面等の課題への対応を通じて活力の維持・向上を図り、快適か
つ安全・安心な国土を実現する。

まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）（R1.12）

国土形成計画（H27.8）

○ 東京圏について、通勤時間、家賃等の居住に係るコストなど、過密によるデメリットが指
摘されている。同時に、我が国の経済成長のエンジンとして、国際競争力を向上させていく
必要性が指摘されている。東京圏では、双方の実現が求められている。

23



東京圏に人口や産業等の機能が過度に集中することの問題点
内閣府「選択する未来」委員会 地域の未来WG報告書（H26.10） 参考資料
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○ 東京圏は人口・GDPともに国全体の３割近くを占め、グローバル企業の本社機能の７割が立地。政府機関や大学
等も集積。人口や機能が一カ所に集中している状況は韓国を除くと世界的にも著しい。

○ 1人当たりＧＤＰについて東京圏と全国の差は1.17倍に留まり、欧米大都市圏のように都市部において生産性が高く
なる傾向はそれほど強くはみられない。外資系企業の地域統括拠点数では、シンガポールや香港などのアジアの都
市に後れをとっている。

東京圏への人口・産業の集中の状況

出典：内閣府「選択する未来」委員
会地域の未来WG報告書第1回資料

出典：国土交通省企業等の東京一極集中に関する懇談会第1回資料

「占有率」
売上高上位500社のグ

ローバル企業のうち、
各国の企業数に占める
各所在都市の企業数
の割合

出典：国土交通省第７回大都市戦略検討委員会提出資料
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地域別の75歳以上人口の将来見込み

○ 大都市圏郊外において75歳以上人口の増加率が高くなることが見込まれている。

出典：第９回社会保障制度改革国民会議 国際医療福祉大学大学院高橋泰教授提出資料

2010→40年 75歳以上増減率
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医療・介護の一都三県内の利用状況－介護－

○ 東京圏では、一都三県区域を超えて介護施設等が利用されている。中でも、東京都が最も他県への依存度
が高い。

埼玉県 23,133 22,535 97.4% 428 1.9% 170 0.7% 8,434 7,463 88.5% 745 8.8% 226 2.7% 14,796 14,110 95.4% 494 3.3% 192 1.3%
千葉県 18,574 18,176 97.9% 218 1.2% 180 1.0% 6,724 5,683 84.5% 877 13.0% 164 2.4% 13,383 12,706 94.9% 345 2.6% 332 2.5%
東京都 41,779 39,028 93.4% 2,190 5.2% 561 1.3% 35,729 24,414 68.3% 9,818 27.5% 1,497 4.2% 22,023 18,145 82.4% 3,198 14.5% 680 3.1%
神奈川県 29,207 28,729 98.4% 282 1.0% 196 0.7% 18,268 16,279 89.1% 1,534 8.4% 455 2.5% 18,046 17,444 96.7% 407 2.3% 195 1.1%
一都三県計 112,693 108,468 96.3% 3,118 2.8% 1,107 1.0% 69,155 53,839 77.9% 12,974 18.8% 2,342 3.4% 68,248 62,405 91.4% 4,444 6.5% 1,399 2.0%

出典：国民健康保険団体連合会支払データ（平成２６年３月審査分）　※厚生労働省調べ

サービス
利用者数 一都三県間 一都三県以外一都三県間

都県を超えた利用自都県内
の利用

サービス
利用者数

自都県内
の利用

サービス
利用者数

自都県内
の利用

特別養護老人ホーム 特定施設 老人保健施設
特養、特定、老健の自都県内、一都三県間、他県の利用状況

都県を超えた利用
一都三県以外一都三県間

都県を超えた利用
一都三県以外

出典：日本創成会議 「東京圏高齢化危機回避戦略 図表集」

特定施設：有料老人ホーム、サービス付高齢者住宅等

27



○ 後期高齢者（７５歳以上）当たりの介護保険施設・居住系サービス・サービス付き高齢者住宅等の定員数が、
最近の全国平均並みに比べて、どの程度乖離しているかをみた研究がある。

○ 現状では、東京２３区のマイナスを近隣県のプラスが補っているが、２０２５年、２０４０年の人口をベースにし
てみると、全ての地域でマイナス方向へ動く。

東京圏の後期高齢者収容能力について

出典：日本創成会議 首都圏問題検討分科会「東京圏高齢化危機回避戦略 図表集」 28



○都内は地価が高く土地の確保が困難なこと等の要因により、全国と比較して整備が進んでおらず、特に区部は
市町村部に比べ整備率が低く、地域による施設偏在が課題となっている。

○東京都では、第６期高齢者保健福祉計画（H27～H29）において、一都三県の連携の必要性が明記された。その
後、一都三県の介護保険担当部局と厚生労働省との連絡会議が開催され、各自治体の施設整備の状況や都県
を越えた施設の利用状況等について意見交換が行われた。

○第７期の計画（H30～H32）では、東京都全体で必要な定員の確保を目指し、2025年に６万２千人分の特別養護
老人ホームの整備を目標に設定。地域の必要数を超える施設整備に同意した区市町村に交付金を交付。

東京圏における介護施設等の状況について

出典：第６期東京都高齢者保健福祉計画（平成27年度～平成29年度）

出典：第７期東京都高齢者保健福祉計画（平成27年度～平成29年度）
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首都直下地震の被害想定と避難者対策

都心南部直下地震における全壊・焼失建物の分布

○ 避難者は断水・停電の影響を受けて発災２週間後に最大で約720 万人発生すると想定されている。木造住宅密
集市街地が広域的に連担している地区を中心に、大規模な延焼火災に至ることが想定されている。

○ 東京都地域防災計画では、「広域的な物資調達のほか、帰宅困難者対策や広域避難などについては、自治体の
枠を超えた対応が求められる場合もあり、近隣県等との円滑な連携を図るため、広域連携体制の実効性を高める
必要がある」とされている。

出典：内閣府 首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告） 30



首都直下地震の際の物資調達・輸送

○国は、被災都県からの具体的な要請を待たないで、必要不可欠と見込まれる物資を調達、輸送手段・体制を確保し、
プッシュ型支援で被災都県に緊急輸送。都は、区市町村の指定する地域内輸送拠点や避難所に輸送。区市町村は、地
域内輸送拠点で受入れた物資を避難所へ輸送。

○国の計画では、「23 区は、人口、経済機能が極めて高度に集積し、限定された区域に対して膨大な量の物資を、避難所
まで供給」することが求められ、「国、東京都、各区の連携による物資調達・供給訓練等を通じ、検討を深めていく」ことと
されている。

首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画（R1 中央防災会議幹事会）
８．東京都区部への物資輸送
（１） 東京都の23 区の区域は、人口、経済機能が極めて高度に集積した地域であり、発災時の物資供給は限定された区域に対して膨大な量の物資を供給するものと
なる。一方で、当該区域においては、建物倒壊・延焼火災、道路寸断等の甚大な被害、深刻な道路交通麻痺といった極めて厳しい状況が想定されている。
（２） 物資を確実に各避難所に届けるためには、トラック等の輸送手段が限られていることを踏まえ、できる限り効率的な輸送手段・方法を選択する必要がある。
（３） 今後、国、東京都、各区の連携による物資調達・供給訓練等を通じ、検討を深めていくこととする。

出典：内閣府 首都直下地震における物資調達に係る計画の概要
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○首都直下地震等の大規模災害においては、地域内で仮設住宅を建設することが困難。空き家の活用や修繕の
充実のほか、地域外での仮設住宅の確保による広域的な住まいの確保が必要。

 既存住宅ストックを活用した応急借上住宅は建設型に比べ短期間で提供が可能である。
東日本大震災においては、全壊・半壊併せて約40万戸の住家被害が発生し、約12万戸の応急仮設住宅が提供されたが、 そのうち、応急借
上住宅は約7万戸。

 首都直下地震では約66万～94万戸、南海トラフ巨大地震では約105万～205万戸の応急仮設住宅が必要になると見込まれる。
 可能な限り賃貸用の空き家を活用する場合、首都直下地震の被害が想定される地域では約87万戸、南海トラフ巨大地震の被害が想定され

る地域では約121万戸の民間賃貸住宅を応急借上住宅として活用することとなり、自治体の事務手続きの負担は膨大になると想定。
 応急仮設住宅の必要戸数について可能な限り賃貸用の空き家を活用したとしても、首都直下地震では、東京都において約8万戸、南海トラ

フ巨大地震では、中部地方で約37万戸、四国地方で約25万戸、近畿地方で約19万戸、九州地方では約4万戸の応急建設住宅が必要。

首都直下
地震

応急仮設住宅
想定必要戸数

賃貸用の住宅
空き家戸数※１

応急借上住宅
供与戸数※２

応急建設住宅
必要戸数※３

茨城県 3,754 79,100 3,754 －

栃木県 207 62,200 207 －

群馬県 239 59,600 239 －

埼玉県 110,114 170,300 110,114 －

千葉県 69,473 159,500 69,473 －

東京都 567,050 489,600 489,600 77,450

神奈川県 192,906 248,400 192,906 －

山梨県 5 30,000 5 －

静岡県 5 110,600 5 －

計 943,753 1,409,300 866,303 77,450

南海トラフ
巨大地震

応急仮設住宅
想定必要戸数

賃貸用の住宅
空き家戸数※１

応急借上住宅
供与戸数※２

応急建設住宅
必要戸数※３

関東地方 47,907 1,350,600 47,907 －

中部地方 743,849 445,700 377,788 366,061

近畿地方 705,123 561,900 517,241 187,882

中国地方 107,628 176,300 107,628 －

四国地方 338,689 92,800 92,800 245,889

九州・沖縄地方 109,486 323,700 65,030 44,456

計 2,052,680 2,951,000 1,208,394 844,288

※１・・・総務省「平成25年住宅土地統計調査」（腐朽・破損なしの戸数）
※２・・・可能な限り賃貸用空き家で対応した場合で各県ごとの戸数を合計したもの。実際には、既存の空き家が全て応急借り上げ住宅として活用できるわけではない。
※３・・・ブロック内で必要戸数を確保しようとする場合。

南海トラフ地震については、平成15年当時に既往最大として想定したM8.7をレベル１の地震、四国全域と中部・近畿・九州の一部が震源域に入る理論上
最大のM9.0をレベル２の地震とした場合に、より現実的なレベル１の地震の際に被害をゼロにするような対策を講じ、その際に最低限必要となる需要に基
づいた住まいの確保策を検討する必要があるのではないかとの指摘があった。南海トラフ地震について、より現実的なレベル１の地震の際の全壊棟数は
約49万～96万棟と推計されている。

【応急借上住宅供与戸数（可能な限り賃貸用空き家で対応した場合）及び応急建設住宅必要戸数】

大規模災害の被害想定から算出した応急仮設住宅の必要量

出典：第4回専門小委員会 内閣府提出資料 32



大規模水害時の広域避難

○ 東京圏の海抜ゼロメートルのような低地帯が広がっている地域において、大河川の洪水や高潮により氾濫が発生した場合に
は、①浸水区域の居住人口が膨大で数十万人以上の立退き避難者の発生、②浸水面積が広範に及び、市町村・都道府県を
越える立退き避難が課題となる。

○ 現在、内閣府「首都圏における大規模水害広域避難検討会」において、①広域避難場所の確保②避難手段の確保・避難誘
導について検討が進められている。 ※関係府省、東京都、埼玉県、千葉県、関係市区町村等が構成員

大規模水害時における広域避難の検討について

出典：江戸川区ハザードマップ 出店：内閣府 首都圏における大規模水害広域避難検討会33



これまでの地方制度調査会答申等（抄）

2040 年頃から逆算し顕在化する地方行政の諸課題とその対応方策についての中間報告(R1.7)

２ 2040 年頃にかけて求められる方策
(1) ひとに着目した方策
③ 地域の枠を越えた連携
ウ 地域間の協力

東京圏における介護サービスの供給体制の確保や首都直下地震への対応をはじめとして、住民の生活圏や経済圏、
大規模災害の被害想定区域が一の都道府県の区域を越えて広がっている場合等には、都道府県を越えた協力関係の
構築が求められる。

第３２次地制調

人口減少社会に的確に対応する地方行政体制及びガバナンスのあり方に関する答申（H28.3）

第２ 行政サービスの持続可能な提供のための地方行政体制
(2) 三大都市圏
① 基本的な認識

三大都市圏は、国際競争が激化する中で、日本全体の経済を牽引する極めて高次な都市圏域である必要がある一
方、総じて出生率が低く、地方圏を上回る急速な高齢化の進行や、単独世帯の高齢者が急増することが予想される。

加えて、人口急増期に集中的に整備した公共施設の老朽化が進み、一斉に更新時期を迎えることが予想される。
特に、郊外部においては、生産年齢人口の減少や急速な高齢化に伴い行財政運営上、深刻な状況が予想される

ことを強く認識する必要がある。
以上のように、人口減少がもたらす影響は、三大都市圏においてより急激であり、より厳しい状況に直面する。
しかしながら、三大都市圏においては、上述のような危機意識が十分であるとは言えない。三大都市圏が、国際

的な競争力を保ちつつ、生活環境を改善するためには、三大都市圏が圏域として人口減少社会にどのように対応す
るのかを検討する必要がある。

現在、九都県市首脳会議や関西広域連合といった既存の枠組みが存在するが、これらの枠組みも活用しながら、
三大都市圏の地方公共団体が共同して、三大都市圏における人口減少社会への対応を検討すべきである。

第３１次地制調
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これまでの地方制度調査会答申（抄）

大都市制度の改革及び基礎自治体の行政サービス提供体制に関する答申（H25.6）

第１ 大都市を含めた基礎自治体をめぐる現状と課題
２ 三大都市圏・地方圏の課題

（１）三大都市圏の抱える課題
（略）通勤、通学、経済活動等の範囲が、行政区域をはるかに超えている三大都市圏においては、圏

域全体を対象とした行政サービスの提供やその調整などが必要である。

第３ 新たな大都市制度
３ 三大都市圏域の調整

三大都市圏においては、社会経済的に一体性のある圏域（例えば通勤・通学１０％圏）の広がりは、
市町村のみならず都道府県の行政区域も超えているが、地方ブロックほどの広がりとはなっていない。

例えば交通体系の整備や防災対策といった圏域における共通した行政課題に関する連絡調整や、その
ような行政課題に関する圏域全体の計画策定を行うための協議会等の枠組みを設けるべきかどうかにつ
いて引き続き検討する必要がある。

その際、どのような行政課題についての調整を行うべきか、九都県市首脳会議や関西広域連合といっ
た既存の任意の枠組みが果たしている役割との関係をどうするかといった点についてさらに検討する必
要がある。

仮に新たな枠組みを設ける場合には、圏域計画の実効性を担保するための尊重義務を構成団体に課す
ことや、国との調整を図るために、必要に応じて、国の関係行政機関に対して、職員の出席及び説明並
びに必要な資料の提出を求めることができるようにすることなどについても検討する必要がある。

第３０次地制調
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これまでの地方制度調査会答申（抄）

首都制度当面の改革に関する答申（S37.10）

第１ 都及び特別区の制度の合理化
９ 行政連絡協議会の設置

都の区域内及び都と密接な関連を有する地域内における各行政主体及び事業主体間の連絡調整を図るた
め、地域内の関係地方行政機関の長、関係都県知事、関係政府関係機関、公団等の長並びに特別区の区
長及び市町村長の代表者をもって連絡協議会を組織することが適当である。

第２ 首都行政及び首都整備に対する国の配慮
現在東京の直面している水、交通等の分野における行詰りを打開するためには都及び特別区の制度の合

理化とあわせて、国においても積極的に行財政上特別の措置を講ずることが必要である。この場合にお
いて、首都を政府の直轄地とするとか、首都に関する都の権限を国に引き上げるというような論もある
が、そのような方法は採るべきでなく、あくまでも地方自治を尊重する方向において解決を図るべきも
のである。しかし、政府の段階において緊急を要する首都の公共施設の整備を強力に推進するため、各
省庁に分散している次のような権限を一の機関にまとめ、政府の施策を統一かつ迅速に決定することが
できるように、臨時に国の行政組織の特例を考慮すべきである。
１ 政府の直轄し又は助成する首都の公共施設の整備に関する総合的な計画及びこれと直接関連を有する

公共施設の整備に関する総合的な計画（以下「首都整備計画」という。）を作成すること。
２ 首都整備計画に定められた事業の実施に要する国の予算を一括して計上し、各省庁の直轄事業に係る

ものを除き、各省庁へ移し替えないで執行すること。
３ 首都整備計画に基づく事業の実施について政府、地方公共団体、政府関係機関、公団等各種事業主体

間の事業の実施を調整すること。
４ 首都の公共施設の整備に関し緊急を要する特定の事務に係る各省大臣の許認可、指導監督等の権限を

一元的に行使すること。

第８次地制調
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これまでの地方制度調査会答申（抄）

大都市制度に関する答申（S45.11）

第一 大都市制度の現状および問題点
わが国における今日の大都市問題の本質は、人口および産業の急激な集中による都市の巨大化およびこれに伴う地域社会構造の著しい変動

の結果として、都市本来の機能が適切に営まれていないところにあり、それが住宅、交通、上下水道、清掃、公害その他の具体的な問題とし
て提起されるに至っている。さらに、大都市周辺の人口急増地域においては、市街地が無秩序に拡大するとともに、教育施設その他の公共施
設の整備が著しく立ち遅れているという問題を生じている。

このような大都市問題は、種々の原因に起因しているが、そのうち地方制度にかかわるものとしては、次のような問題が指摘されている。
（１）大都市圏、すなわち社会経済的に一体的な都市を形成している地域社会を対象とする総合的な計画が策定され、その実施を確保するしく

みが整備される必要があるが、現在の首都圏整備計画、近畿圏整備計画等は、このような要請に応えているとは認めがたい。
（２）交通行政、公害行政をはじめとする各種の行政が国の機関により縦割りで行なわれ、責任の所在が不明確となり、都市の総合的な経営が

確保されていない。
（３）大規模な住宅団地の開発、基幹的な道路、港湾等の交通体系の整備、広域にわたる水資源の利用、公害規制等の広域的に処理することを

必要とする機能に対し、地方公共団体の区域が合致せず、ないしはその相互間の協力体制も十分でない。（略）

第二 大都市制度の改革の基本的方向
（１）計画機能の問題

大都市圏を対象とする次のような新しい総合的な計画の策定および実施に関するしくみを整備する必要がある。
ア （略）地方公共団体の責任において計画を作成すべきであるが、他方、国の地域計画やその行財政施策等との関連において、国と地方公

共団体双方の合意を確保する必要があるので、国に関係のある事項については、国の機関が承認し、またはその意見を聴いて決定するよ
うなしくみを設ける必要がある。

イ （略）計画の内容は、広域的な土地利用計画を基本とし、基幹的な道路、鉄道、港湾等の交通体系、大規模な住宅団地および公共施設の
配置等根幹的な事項に限定することとする。

ウ 策定された計画については、国および地方公共団体は、予算措置等を通じその実施の確保について責任を負うものとするとともに、民間
事業主体等に対しても誘導的、規制的な効力を持たせるための有効な措置を講ずる必要がある。（略）

第三 大都市制度当面の改革
一 東京
２ 改革案

（２）広域行政への対応
（略）さしあたりは１都３県の連合組織を設けて、計画の策定に当たることにするとともに、一定の広域的行政実施機能たとえば大規模な

住宅団地の開発、広域的な交通施設の整備、さらには広域的な公害規制、産業廃棄物の処理等の事務を処理するものとする。

二 大阪
２ 改革案

（１）広域行政への対応
（略）関係府県の連合組織を設けて、大阪の大都市圏における広域的な計画策定等の任に当たるものとする（略）

第１４次地制調
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大都市圏整備制度の背景
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現行の大都市圏整備制度の概要

○大都市圏整備制度については、近年、既成市街地への人口流入圧力の弱まり等を背景に、工業
等制限制度の廃止、財政上の特別措置の終了など施策手段を縮小してきている。

計画期間H28～
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○ 業務核都市とは、東京都区部における人口及び行政、経済、文化等に関する機能の過度の集中を是正し、こ
れらの機能の東京圏における適正な配置を図るため、東京圏における東京都区部以外の地域においてその周
辺の相当程度広範囲の地域の中核となるべき都市の区域。

〇 多極分散型国土形成促進法（昭和６３年６月法律第８３号）に基づき、平成３年３月以降、１４都市を指定し、
中核施設の整備等を支援してきたが、税制や資金確保による支援措置は平成２０年度までで終了（地方債の特
例措置は引き続き継続）。

業務核都市について

業務核都市 承認・同意年月日 主な中核施設

千葉 平成3年3月19日幕張メッセ

幕張テクノガーデン

木更津 平成4年3月30日かずさＤＮＡ研究所

埼玉中枢都市圏 平成4年4月15日さいたまスーパーアリーナ

土浦・つくば・牛久 平成5年2月1日つくばカピオ
横浜 平成5年2月1日パシフィコ横浜

横浜ランドマークタワー

クイーンズスクエア横浜

日産スタジアム
八王子・立川・多摩 平成7年8月1日八王子学園都市センター

ファーレ立川センタースクエア
川崎 平成9年3月31日ソリッドスクエア

ミューザ川崎

かながわサイエンスパーク

厚木 平成9年3月31日厚木サテライト・ビジネス・パーク

熊谷・深谷 平成15年11月19日テクノグリーンセンター

成田・千葉ニュータウン 平成16年3月23日成田空港旅客ターミナルビル

町田・相模原 平成16年3月30日さがみはら産業創造センター

春日部・越谷 平成18年3月16日東部地域振興ふれあい拠点施設
川越 平成20年3月19日鏡山酒造跡地活用施設

埼玉県農業大学校

青梅 平成21年4月15日吉川英治記念館

成田・千葉ニュータウン

土浦・つくば・牛久

千葉

木更津

川崎

横浜

町田・相模原

厚木

八王子・立川・多摩

青梅
川越

埼玉中枢都市圏

春日部・越谷

熊谷・深谷

東京23区

業務核都市
（出典）国土交通省ホームページより事務局作成 40



大都市戦略（H27.8国交省大都市戦略検討委員会）

第１章大都市をめぐる状況、課題
（１）大都市の発展の経緯
（大都市圏整備法に基づく大都市圏政策）

首都圏及び近畿圏においては、経済成長に伴う人口・産業の集中と、それに伴う交通渋滞、住宅問題、環境問題等の過密問題を背景
に、昭和３０年代以降、都心の過密対策として「これ以上必要ない機能」を大都市圏近郊や周辺の都市へ分散させることが求められるよ
うになり、わが国の政治、経済、文化等の中心としてふさわしい圏域の建設とその秩序ある発展を図るため首都圏整備法、近畿圏整備
法が制定された。そして、これらの法律に基づき、人口・産業の過度の集中を抑制する既成市街地等、計画的な市街地整備と緑地の保
全を図る近郊整備地帯等、工業都市、住宅都市等として発展させる都市開発区域等から構成される政策区域が設定された。（中略）

また、昭和６０年代に入ると、首都圏では、郊外部における市街地の拡大やそれに伴う職住遠隔化等が深刻化したことを受け、東京都
区部への一極依存構造を是正し、複数の自立都市圏からなるバランスのとれた圏域構造への改善が課題となり、多極分散型国土形成
促進法（昭和６３年法律第８３号）によって業務核都市制度が導入された。業務核都市においては、事業所、営業所等の民間の業務施
設を集積させるため、その中核となる施設（中核的施設；研究施設、展示施設・見本市場施設、スポーツ・レクリエーション施設等）の整
備を促進することとされ、税制特例、地方債特例等による支援が講じられた。

このような大都市圏政策により、法律上、他の圏域とは異なる国家戦略上の特別な位置付けを与えられた三大都市圏においては、三
大都市圏整備計画により、高速道路、鉄道、港湾、空港等の都市基盤が着実に整備されてきた。

（大都市圏政策の転機）

わが国はすでに人口減少局面に入っており、既成市街地等への人口流入圧力が弱まる中、わが国の大都市が直面する課題は、グ
ローバル化の中、急速に発展するアジア新興諸国等を見据えた国際競争力の強化、切迫する巨大災害を踏まえた防災性の向上、高齢
者の急増への対応、地球温暖化等の環境問題への対応など社会・経済の成熟化を背景としたものへと大きく変化している。そのような
中、人口・産業の過度の集中抑制など急速な都市化と旺盛な開発意欲を前提に、圏域内・国内の地域バランス構造に主眼を置く大都市
圏政策は、工業等制限法の廃止などかつての施策手段を縮小・廃止してきた経緯からも明らかなように、質的変化を求められており、バ
ブル崩壊後の経済の低迷で都心の機能更新が停滞する中、国際的視点を欠いた従来の施策では、土地の流動化を促し、都市機能の
陳腐化を脱却していくには必ずしも十分に対応しきれないなど、転機を迎えた。

（新たな政策手段としての都市再生）

このような中、グローバル化を強く意識した国際的視点も踏まえ、業務機能に加え、国際交流・物流機能、医療・福祉や子育て支援機
能、広域防災における拠点機能など大都市に必要な都市機能の積極的な集積を図る必要性が強く認識され、新たな枠組みとしての都
市再生が、新たな政策手段となっている。
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地方行政連絡会議

１ 連絡会議の目的

地域開発等の広域的な行政課題に対応するとともに、国の地方行政機関等を含め広く総合的な視野の下に検討を行うため、地方
行政連絡会議法（昭和４０年法律第３８号）に基づき設けられた会議。

（参考）第８次地方制度調査会答申（S37）
「地方における広域的な行政事務を計画的かつ総合的に実施するため、いわゆるブロックごとに、その地域内の都道府県の知事

及び国の行政機関等の長をもって構成する連絡協議のための組織を設ける等国と地方公共団体及び地方公共団体相互間の連絡
調整を図るための措置を講ずることが必要」

２ 連絡会議の概要
○ 構成員

・ 都道府県知事、指定都市市長

・ 国の地方行政機関の長（沖縄総合事務局、管区警察局、管区行政評価局、財務局、地方農政局、森林管理局、経済産業局、
地方整備局、北海道開発局、地方運輸局等）

・ 関係のある公共的団体の機関の長等

○ 区域：全国９ブロック（北海道、東北、関東、東海、北陸、近畿、中国、四国、九州）

○ 意見の申出等
連絡会議は、関係大臣、公共的団体の長に対して意見を申し出ることができる。
関係大臣は、連絡会議を通じて所管行政に関する意見を聴くことができる。
協議がととのった事項については、会議の構成員は、協議の結果を尊重するよう努める。

３ 開催状況：平成１３年度以降、開催実績なし

・ 各地方公共団体がそれぞれの地域の特性を生かした施策を展開し、団体の関心が多様化している状況の中で、共通した
テーマを持つことが困難になった

・ 個別案件ごとに関係地方公共団体相互間あるいは関係する国の地方行政機関との間の連絡調整会議が行われるように
なった

・ 日程調整が困難 ※構成員が多いブロックでは５０～６０名に達した
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東京都「首都圏メガロポリス構想」について

○ 都は、２００１年、東京圏（１都３県）に係る広域ビジョン「首都圏メガロポリス構想」を東京都単独で策定。
○ 多様な行政課題について、広域連携戦略の展開による圏域づくりを提言。
〇 三環状道路や羽田空港の機能強化等のインフラ整備は概成。現在、2040年代の目指すべき東京の都市の姿とその
実現に向けて策定された「都市づくりのグランドデザイン（H29）」では、環状メガロポリス構造を最大限活用し、人・モノ・
情報の交流を更に促進していくことが重要だとして、「交流・連携・挑戦の都市構造」が示されている。

＜首都圏メガロポリス構想における都市構造の考え方（環状メガロポリス構造）＞

首都機能を担う一体的な大都市圏エリア（埼玉県・千葉県・
東京都・神奈川県・横浜市・川崎市・千葉市の概ね首都圏中
央連絡道路に囲まれた区域）を主な対象に、環状方向の広域
交通基盤等の東京圏の交通ネットワークを強化し、圏域の活
発な交流を実現するとともに、多様な機能を地域や拠点が分
担し、広域連携により東京圏全域の一体的な機能発揮を図る
ことを目的としている。

環状メガロポリス構造とは

〈構想に掲げられた広域連携戦略の例〉
• 迅速なアクセスを実現する交通連携（首都圏３環状道路）

• 都県連携による空港機能の強化
• 東京湾の一体的整備
• 広域物流システム（広域物流拠点の戦略的な整備誘導）

• 広域防災連携
• 東京湾の水質改善
• 大気汚染対策の連携（ディーゼル車の運行規制）

• リサイクル・廃棄物処理連携（共同の広域処分場の検討）
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九都県市首脳会議

１．構成員
埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県の知事、横浜市・川崎市・千葉市・さいたま市・相模原市の市長

２．沿革
昭和５４年７月２６日六都県市首脳会議として設立
平成４年に千葉市長、平成１５年にさいたま市長、平成２２年に相模原市長が加入

３．組織図

首脳会議

企画担当部局長会議

廃棄物問題検討委員会

環境問題対策委員会

防災・危機管理対策委員会

企画担当課長会議 首都機能部会、地方分権担当者会議、運営検討会議、九都県市２０２０年東京オリンピック・パラリンピック連携会議

幹事会 減量化・再資源化部会、適正処理部会

幹事会 地球温暖化対策特別部会、大気保全専門部会、水質改善専門部会、緑化政策専門部会

地震防災・危機管理対策部会、合同防災訓練連絡部会、新型インフルエンザ等感染症対策検討部会

○約３割は「国への要望等」、約４割は「検討」、約２割は「共同」実施

４．九都県市首脳会議における合意事項の分析

分類 件数 割合

１：国への要望等 ４５ ２７％

２：共同訓練・研修 ６ ４％

３：共同調査・研究 ３ ２％

４：共同啓発 ３０ １８％

５：検討 ６５ ３９％

６：その他 １７ １０％

合計 １６６ １００％

※ 平成２７年度～平成２９年度（第６７回（平成２７年５月１８日）～第７２回（平成２９年１１月１３日））に合意等された事項１６６件を、上述の１～６に分類

（出典）九都県市首脳会議ＨＰをもとに事務局作成

近年は毎年２回開催
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首脳会議において集中して検討を行うことを決定した項目

 ホームレスとなるおそれのある人の自立支援に向けた取組
ホームレスとなるおそれのある人の自立支援に向けた取組は、新たにホームレスとなることを防止し、地域社会

におけるホームレス問題の解決を目指す上で広域的に対応を図るべき課題となっています。また、全国の約半数
のホームレスが起居する首都圏において推進することが、我が国全体の生活困窮者支援の観点からも必要であ
ることなどから、実態把握のための調査の実施を国に対して要望することを含め、検討しています。（平成31年4月
～）

 ＡＩ等新技術を活用した行政のスマート化の推進
厳しい財政状況や少ない職員数での行政運営が求められる中、自治体が本来担うべき機能が発揮できるよう、

スマート自治体への転換を図り、職員の事務作業の負担を軽減していくことが必要となっています。そこで、ＡＩ等
の新技術を活用した行政のスマート化の推進について、検討しています。(平成31年4月～）

 エスカレーターでの事故防止に向けた取組
エスカレーターにおいて転倒などによる事故が発生している現状や東京2020オリンピック・パラリンピックで多くの

外国人旅行客がエスカレーターを利用することを鑑み、エスカレーターでの事故防止につながる安全な利用方法
の周知・啓発等について、検討しています。（令和元年11月～）

 高齢者向け住まい・施設からの円滑な救急搬送等に向けた取組
高齢者の救急搬送が増加している中、高齢者向け住まい・施設からの救急搬送や搬送先の医療機関において

は、本人・家族の意思の把握に苦慮する事例が多くみられるが、全国的な調査による実態の把握や課題の抽出
が進んでいないため、高齢者向け住まい・施設からの円滑な救急搬送等に向けた取組について、国への要望も含
め、検討しています。（令和元年11月～）
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１．構成員 ※平成２２年１２月１日設立

滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県・鳥取県・徳島県・京都市・大阪市・堺市・神戸市

２．組織
 各府県ごとに分野事務を分担する「業務首都制」を採用。各知事が「担当委員」として執行責任を負う。
 本部の専任職員は35名。総務課・企画課・連携推進課・資格試験免許課・計画課・地方分権課が置かれている。

 分野事務局の職員は府県市職員との兼務を基本。職員は、通常、自らの団体の事務に従事しながら、関西広域
連合の事務に従事する際には、広域連合職員として、関西全体の広域的な事務に従事。

 関西広域連合の検討会では、内部ガバナンス（広域連合委員会の充実、人員体制の充実等）や地域ガバナンス
（国の出先機関の広域連合委員会等への参画、国の出先機関等との意見交換の場の活用等）等の課題が指摘。

（出典）関西広域連合ＨＰをもとに事務局作成

関西広域連合

重要事項に関する基
本方針について意思
決定（毎月開催）

（分野別事務局の例）
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関西広域連合の実施事務

（関西広域連合
ＨＰより抜粋）

○ 広域連合の基本的な取組方針を定める広域計画を三年ごとに策定。

○ 関西全体として取り組むべき広域にわたる行政の推進に係る基本的な政策の企画および調
整に関する事務を実施。

設立当時、「各府県の地域防
災計画は国の災害対策との調
整は行われているが、近隣府
県との調整は行われていな
い」との問題意識があった

災害時の実効性のある物資供給
を実現するため、「関西災害時物
資供給協議会」設立（H29.1）

府県域を超えたドクター
ヘリ（７機）の運航

H25.4から、各府

県の資格試験・免
許等事務を実施

（参照）関西広域連合広域行政のあり方検討会
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三大都市圏における都道府県を越える行政課題への対応についての論点（案）

 我が国では、東京圏をはじめとする大都市圏に人口・産業が著しく集積。大都市圏は急激な高齢化に伴
う介護・医療サービスの供給体制の確保や大規模災害への対応をはじめ、著しい集積に起因して生じる
行政課題への対応が求められる。特に集積が著しい東京圏は、東京一極集中を是正しながら、急激な高
齢化への対応や大規模災害への備えをしつつ、我が国の経済成長のエンジンとして、国際競争力を向上
させていくことが求められている。

 住民の生活圏や経済圏、大規模災害の被害想定区域等は都道府県の区域を越えて広がっており、都道
府県境を越えた協力関係の構築、調整の仕組みが求められる。特に、東京圏では、集積の規模や都道
府県境を越える人の流れが著しいことから、その必要性は極めて高いのではないか。

 昨今の地方制度調査会では三大都市圏について、大都市圏における広域的な調整や対応が必要だとし
て、そのために必要な枠組み、対象となる行政課題、九都県市首脳会議や関西広域連合といった既存の
枠組みとの関係、国の行政機関との関係等の論点が指摘されている。

 関西圏では関西広域連合が設立され、関西全体として取り組むべき広域にわたる行政の推進に係る基
本的な政策の企画および調整を所掌する組織が設置され、広域計画に基づき広域行政が進められてい
る。東京圏では、九都県市首脳会議の枠組みが設けられている。この他、個別の行政課題ごとに、関係
都道府県・市町村・国の行政機関が参画する検討の場等が設けられている。

 関西圏のように東京圏全体の広域行政を所掌する組織が設けられていない東京圏において、国際的な
競争力を高めながら、急速な高齢化や大規模災害への対応などの都道府県境を越えた広域的な課題に
対し、さらに、日常的かつ継続的に協力・調整を深め、東京圏全体の視点に立った戦略的な取組を進め
ていくためには、どのような仕組み・取組が考えられるか。
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